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平成１９年度第３回長崎地域福祉有償運送運営協議会議事要旨 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【議事内容】 

［事務局］ただいまから、平成１９年度第３回長崎地域福祉有償運送運営協議会（以下｢運営協議会｣）を

開催いたします。本日、１４名の委員のご出席がございますので、委員数の半数を超える委員のご出席と

なり、本日の運営協議会が成立することとなります。本日の配付資料は｢平成１９年度第３回長崎地域福

祉有償運送運営協議会資料｣（以下｢資料｣）及び福祉有償運送登録申請者が作成した登録申請書類等

の写し（以下｢申請書類｣）となっております。 

 

 

［会長］平成１９年度第２回運営協議会に引き続いて、｢社会福祉法人恵仁会｣（以下｢申請者｣）の道路運

送法第７９条に規定する登録の申請について協議いたします。前回の協議内容について事務局の説明を

お願いします。 

［事務局］これまでに開催された運営協議会において協議が調った法人の運送と併せて前回の協議内容

を説明します。国土交通省自動車交通局長通知｢運営協議会の設置及び運営に関するガイドライン｣（以

下｢ガイドライン｣）の協議事項ごとに説明します。 

｢（１）ＮＰＯ等による自家用有償旅客運送の必要性｣及び｢（４）運送しようとする旅客の範囲｣について併せ

て協議いただきました。会員として登録を受ける方の移動制約の状況や、公共交通機関が運送を担うこと

が困難な状況であるかどうかの確認を行いましたが、移動制約の状況に関して詳細な資料の再提出を申

請者に求めております。 

｢（２）運送の区域｣ですが、ガイドラインにあるとおり｢旅客の発地又は着地のいずれか｣を区域として定め

ることとなっております。予定している輸送の形態や距離等について申請者からも説明があるかと思いま

すが、訪問介護サービスに連続した輸送に限定されており、運送の区域も訪問介護サービスの｢実施地

域｣とおおむね一致するものと考えます。 

｢（３）旅客から収受する対価｣ですが、前回の協議では、設定された対価はタクシー運賃のおおむね二分

の一であると妥当性を確認いただきましたが、運送の距離に応じた加算制でしたので上限額を設定するこ

とが可能かどうか、また、運送の対価以外の対価である待機料金についても上減額を設定することが可

能かどうか運営協議会から指摘がありましたので、申請者に検討いただいております。 

最後に、｢（５）その他必要と認められる措置｣ですが、法令上の要件を別に記載しております。 

つづいて、すでに協議が調った法人と申請者と比較して説明します。協議が調った法人の運送ですが、人

工透析患者に限定し、運送の区域内で運送が完結する（旅客の発地及び着地のいずれも｢運送の区域｣

内）こととなっております。申請者による運送では、会員の通院介助時の運送となりますが、受診の理由は

会員ごとに異なりますので、委員の皆様には真に移動制約の状態かどうかの確認をお願いいたします。

また、運送の区域もガイドラインに沿って旅客の発地又は着地のいずれかを設定されております。 

 

 

【日時】平成２０年２月２１日（木） 午前１０時から１１時まで 

【場所】長崎県勤労福祉会館 大会議室 

【出席者】 

［委員］杉山委員（運営協議会会長）、宮野委員（運営協議会副会長）、相川委員、小道委員、森委

員、井石委員、楠山氏（濵洲委員代理）、四元委員、川添委員、藤原委員、合澤委員、馬場委員、

山口氏（水谷委員代理）、早瀬川委員 

［事務局等］（長崎市介護保険課職員、長崎市障害福祉課職員、時津町福祉課職員） 

［社会福祉法人代表者等］柿本氏、村井氏、大坪氏 

［その他］傍聴者１名、委員随行者１名 
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［会長］つづいて、前回の運営協議会で委員から質問が挙がっていましたが、事務局から説明をお願いし

ます。 

［事務局］運営協議会で合意後に変更が生じた場合の手続に関する議論・質問がありましたので、資料８

ページのとおり説明します。｢変更登録の申請｣、｢軽微な事項の変更の届出｣、｢その他｣とあり、変更に係

る運営協議会での協議及び合意の要否を記載しております。｢軽微な事項の変更の届出｣、｢その他｣につ

いては運営協議会での協議及び合意は原則不要ですが、運営協議会の規定により協議することが可能

になります。 

 

 

［会長］前回の協議に引き続いて協議を行います。前回の協議内容の説明等を踏まえて協議したいと思

います。また、必要に応じて申請者から説明・意見を伺います。 

｢（１）ＮＰＯ等による自家用有償旅客運送の必要性｣及び｢（４）運送しようとする旅客の範囲｣に関して、再

提出された資料をもとに申請者からの説明をお願いします。 

［申請者］資料１６ページ以降に再提出の資料を掲載しておりますので、移送を必要とする理由を説明い

たします。（単独では公共交通機関を利用することが困難な態様についての説明。以下は概略。） 

１番の方は携帯酸素ボンベ利用で、移動時は車いすを使用し、 

２番の方は人工透析による体調の変化があり、移動時の座位保持が困難な状態、 

３番の方は人工透析による体調の変化があり、自宅前の急勾配の斜面により介助時に注意を要する、 

４番の方は人工透析による体調の変化があります。 

５番の方は携帯酸素ボンベ利用で、心療内科受診時に信頼のあるヘルパーによる介助を要し、 

６番の方はリュウマチによる歩行困難があり、自宅前の相当程度の斜面をヘルパーが２名体制で注意を

払って介助を行っています。 

７番の方は視力の低下により自宅前の急な坂道を歩行介助し、 

８番の方はリュウマチ等の症状があり、信頼のあるヘルパーによる介助を要します。 

９番の方は小腸の疾患により移動中にトイレ（介助）を要望されることが多く、一貫した通院支援を要し、 

１０番の方は移動時に車いすでの移動が必要で、交通量の多い自宅前での移乗介助には相当に注意を

払って介助を行っています。 

１１番の方は骨折等により立位保持が困難であり、 

１２番の方も関節症のため移動時に介助が必要です。 

［会長］移動制約の状況について詳細な説明であり、深刻な状況も分かります。事務局から補足すること

はありますか。 

［事務局］移動制約の状況に関して補足することはありません。前回の協議時の申請者からの資料に、今

回はあらたに、｢年齢｣、｢主な受診内容｣、｢自宅周辺の地理的状況｣、｢自宅から最寄りのバス停までの距

離｣、｢自宅から通院先までの距離｣を追加して作成してもらっています。また、｢移送を必要とする理由｣欄

では、会員の方々の｢病歴｣、｢歩行の状況｣、｢日常生活上の介護の状況｣等を箇条書きに変更して、現在

の状況が把握しやすいように記載いただきました。 

また、運送の対価についての資料をご覧いただくと、収受する対価は距離に応じた加算制を予定されてい

ますが、対価の上限額をあらたに設定し、運送の距離が１５キロメートル以上では定額の対価となること

が分かると思います。待機料金に関しても上限額を設定されています。 

［会長］具体的な協議を行います。申請者の説明で、運送の必要性等は詳細に理解できました。 

｢（１）ＮＰＯ等による自家用有償旅客運送の必要性｣、｢（４）運送しようとする旅客の範囲｣について委員か

らご意見・ご質問はありますか。 

［委員］ありません。 

 

 

［会長］｢自家用有償旅客運送の必要性｣及び｢運送しようとする旅客の範囲｣に関して了解いただきました。

つづいて、｢（２）運送の区域｣についてですが、申請者から説明をお願いします。 

［申請者］申請書類２ページの｢運送の区域｣の｢備考｣欄に記載している各町名は、通院支援が必要な利
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用者の居住地を｢旅客の発地｣としてまとめております。実際に利用者がいます長崎市の日見地区・東長

崎地区を運送の区域に設定したい、と考えていますので、当初の申請案に｢長崎市潮見町｣と｢長崎市高

城台一丁目、高城台二丁目｣を追加しております。 

［会長］運送の区域を、長崎市日見地区・東長崎地区を旅客の発地として設定されております。事務局か

らの説明はありますか。 

［事務局］法令上は、｢運送の区域｣は行政区域ごとに設定されますので、｢長崎市｣となります。｢備考｣欄

に記載された各町名は輸送サービスの実態についての説明事項と考えます。備考欄にある各町を運送

の区域としては設定できず、運送に関して（法令上の）制約は受けませんが、運営協議会として運送に条

件を附すかどうか協議することは可能です。 

［会長］法的な取扱いと別に、運営協議会での協議を規定することになりますので、その是非は後ほど協

議したい。 

［Ａ委員］運送の区域は、今後、拡大する可能性はありますか。 

［申請者］訪問介護サービスに連続した輸送に限定しますので、訪問介護サービスの実施地域から考える

と、当分の間、拡大はありません。 

［Ａ委員］訪問介護サービスの実施地域を拡大する予定はあるのですか。 

［申請者］運送の区域と比べると、訪問介護サービスの実施地域は広いですが、実際に訪問介護サービ

スを提供している範囲はおおむね運送の区域と同じです。 

［会長］他にご質問はありますか。ご質問等がありませんので、｢運送の区域｣も合意いただきました。 

 

 

［会長］｢（３）旅客から収受する対価｣ですが、前回の協議時から変更があり、上限額が設定されておりま

す。資料２２ページのとおり運送の距離が１５キロメートル以上は対価が加算されなくなり、待機料金にも

上限額が設定されております。 

［Ｂ委員］待機料金の上限額は分かりましたが、待機する時間も３０分を限度とする、という考えでいいで

すか。 

［申請者］３０分を超えても定額です。 

 

 

［会長］｢（５）その他必要と認められる措置｣ですが、法令上の規定や要件については。 

［事務局］運行管理の体制等、法令上の要件を満たしているという判断です。申請書類により確認しまし

た。 

［会長］法令上の要件等については問題ないということですが、委員からのご質問は。 

［委員］ありません。 

 

 

［会長］協議すべき事項全てで、登録の申請案のとおり合意します。事務局から、本日の合意内容につい

てあらためて報告をお願いします。 

［事務局］ガイドラインの協議事項である５項目について合意いただきましたので、申請者には申請案のと

おり申請いただきます。 

 

 

［会長］本日の一つ目の議題は、協議を終了します。引き続き、二つ目の議題に移ります。 

次年度以降の運営協議会での協議のあり方や運営案について、事務局から提示があります。 

［事務局］資料２３ページにあります、｢１ 運送しようとする旅客の範囲に関する協議時の判定資料につい

て｣です。前回の運営協議会で、移動制約の状況の判定に関して、委員から｢判定委員会での判定｣や｢チ

ェックシート等の統一様式を使用した判定｣の提案がありました。この提案やこれまで協議が調った事例

等を踏まえて、移動制約の状況の統一的な判定のための１４項目の確認事項を検討しました。当面の間、

申請時の判定に用いたいと考えております。 
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［事務局］つづいて、｢２ 登録がなされた運送についての定期的なチェックについて｣です。登録を受けた

法人は、法令にもとづいて、一年に一度、運輸支局長あての｢自家用有償旅客運送輸送実績報告書｣の

提出が義務付けられています。法令上は、法人から運営協議会に対する報告義務はありませんが、運営

協議会への輸送実績報告を義務付けるかどうか、義務付ける場合はどのような項目を報告の対象とする

のか、委員には検討いただきたい。 

［Ｃ委員］運営協議会として実態を把握したい。報告すべき事項は、運用について全国的な事例も見なが

ら、まずは行政からの提示を期待します。 

［会長］輸送実績報告を義務付ける案でいきたい。 

 

 

［事務局］分かりました。最後に、次年度の運営協議会の開催時期ですが、さきほどの輸送実績報告の運

輸支局長に対する提出が毎年５月末日までとされておりますので、これを受けて、７月から８月にかけて

運営協議会を開催して輸送実績報告の内容を協議したいと考えております。 

［会長］様々な提案がありましたが、詳細は事務局において今後も検討いただきたい。 

［事務局］輸送実績報告の事項には、登録時から変更があるであろう｢運送の区域｣、｢運送しようとする旅

客の範囲、会員の人数｣等を想定しています。 

［Ｄ委員］運営協議会の開催は、（今年度までと同様に）登録の申請がされるたびに開催するのか、一定

の受付期間を設けて、その期間に登録の申請がされたものをまとめて協議するのか、どちらになるのでし

ょうか。 

［事務局］受付期間を設けて、その期間に申請のある新規登録、有効期間の更新登録、変更登録をまと

めて協議したいと考えていますが、具体的には次年度の第１回運営協議会で示したい。 

 

 

［Ｅ委員］今回、申請者が再提出された資料により移動制約の状況は詳細に確認できました。前回の協議

で判定委員会での判定を提案しましたが、登録後の運送について不正がないように、申請の時点で適正

に判定をしたいという観点からでした。同じく不正防止の観点から、登録後の運営協議会による定期的な

チェック機能を確保したい。なお、これまでに二法人について合意しましたが、その合意後にタクシー運賃

の改定がありました。この二法人は、改定に伴い運送の対価の値上げをしたのかどうか。また、申請者は

登録を受けた後に、会員の増員のための取り組みをされるのかどうか伺いたい。 

［申請者］会員の増員のための取り組みはありません。通院の支援を希望する方からの相談により、どの

ような支援が必要かを検討する、という取り組みだからです。 

［事務局］ご質問にある運送の対価の変更については、次年度に予定している、輸送実績報告の提出を

受けた際の開催で協議したいと考えていますが、協議すべき事項は今後も引き続き検討します。 

本日は、長時間にわたりご協議いただきありがとうございました。 


